
 -1- 

ＩＣＴビジョン懇談会（第５回）議事要旨 

 

１ 日 時 平成２１年６月１日（月）１３：００～１４：３０ 

２ 場 所 総務省 第１特別会議室 

３ 出席者（５０音順、敬称略） 

・構成員：岡素之（座長）、公文俊平（座長代理）、内田勝也、岸博幸、黒川和美、國領

二郎、嶌信彦、野原佐和子、野村修也、原丈二、松原聡、村上輝康、茂木健

一郎、米倉誠一郎、ロバート・Ａ・フェルドマン                         

（計１５名） 

・総務省：鳩山総務大臣、鈴木総務審議官、寺﨑総務審議官、小笠原情報通信国際戦略

局長、桜井総合通信基盤局長、山川情報流通行政局長、山根情報通信国際戦

略局参事官、戸塚政策統括官、河内官房総括審議官、田中官房総括審議官、

久保田官房審議官、武内電気通信事業部長、吉田電波部長、児玉技術政策課

長 

・事務局：谷脇情報通信国際戦略局情報通信政策課長、竹村情報通信政策課調査官 

 

４ 議事 

（１）ＩＣＴビジョン懇談会報告書（案）について 

○ 國領構成員（基本戦略ＷＧ主査）及び事務局より、資料に基づいて説明を行った。 

○ 資料の説明を踏まえた自由討議における、各構成員の発言概要は以下のとおり。 

・ ＩＣＴの利活用を進めることによって、どのような社会が実現するかというビジ

ョンはこれまでも広く宣伝されているが、現状としては、インフラ整備は進むが、

国民生活に密着した利活用が進んでいないのが実態。その背景を探ると、法律的な

規制、圧力団体からの圧力、制度・習慣、国民の理解不足などがネックになってお

り、進まない原因分析が非常に足りないのではないか。今後、本ビジョンを進める

上で、ＩＴ戦略本部で同じようなビジョンを描くのではなく、阻害要因が何かを中

心に議論してほしい。 

・ 各省庁が同じようなテーマで予算をつけて行っていることを、もっと融合できな

いか。そのような問題点について政府全体で取り組むとしたら、ＩＴ戦略本部では

単なるビジョンではなく、実現のための戦略と工程、実現の阻害要因と克服法もき
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ちんと書いてほしいと思う。何かＩＣＴについて政府の出すビジョンは結局、イン

フラ整備だけに終わるケースが多いような気がする。 

・ 日本政府を中心とするＩＣＴの推進は、これまでの霞が関文化を変えるチャレン

ジ。ＩＣＴに関しては政策決定、政策実施プロセス自体を変えないと実を結ばない

分野と認識している。他の外国政府のように、従来の大臣、事務次官などの人員配

置とは少し違った視点でＣＴＯを置き、その人がフリーのポジションを持っていろ

いろ動き回ることで、政策が実現するのではないか。 

・ 報告書の内容については、これまでも言われてきた内容が含まれるが、それがな

かなか実現できてないという部分があるので、報告書が完成した後の作業として、

いかに実現できるようにするかを検討する必要がある。これまでのＩＴ戦略本部の

歴史では、厚労省、農水省、文科省が規制で動かない、経産省が邪魔するなどたく

さんあったと思うので、国民を味方につけてベンチマーク、アクションプランを明

確にしていくことで取り組んで欲しい。 

・ 例えばコンテンツの部分では、政府が手とり足とりやりすぎることによって体力

が弱まることがあるので、バランスを考えた方が良いのではないか。 

・ ＰＤＣＡのＣとＡの部分について、きちっとやっていく点について、もう少し何

か出してほしい。 

・ 日本で人材育成を行う場合、中央官庁で資格制度を創り、それを入札の条件にす

るようなことがあまりにも多く、阻害要因となっているので、進め方について考慮

してほしい。 

・ 実現に向けての具体的な方向性が重要。スマート・ユビキタスネット社会実現プ

ログラムのようなものを策定し、総務省自身がやれることについては、特にＩＴ戦

略本部、他省庁と関連がある部分を積極的且つ具体的にどのように働きかけていく

かなど、相当はっきりとした改革工程で書くべきである。 

・ ベンチマークについては、今の政府で政策評価をなるべく数量的にやろうと動き

始めているので、定性的な目標を具体的な数値に落とし込んでいく作業を行って欲

しい。２０１１年をターゲットとした時には、ブロードバンド・ゼロ解消が定量的

にわかりやすい目標としてあったので、それに代わる数値的な目標を明確に打ち出

す必要がある。 

・ 通信系に偏った内容が強い印象があるため、テレビ、電波、融合などをどうする
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かについて、今後の課題としてほしい。 

・ インフラに関連する内容について、セキュリティにはソフト的な側面が強く、イ

ンフラ自体が物理的に切れた時のバックアップ体制について議論が不足した印象

があるので、今後の課題としてほしい。 

・ 技術は強いが事業は弱いことを打破するためには、研究開発した技術を事業化し

て成功させる力を強化する必要がある。そのためには、技術力と事業開発力を併せ

持つ人材、ＩＣＴ領域と各産業界での知見・経験を併せ持つ人材など、異なる複数

領域についての知見や経験を持つ人材を産業界全体で育成し、活躍できる環境を作

っていくことが重要。ただ育成するだけではなく、大学や産業界の中で育ち、実際

に活躍でき、しっかりとキャリアアップし、社会全体の中にそういう人材がしっか

り根づいていけるような環境を構築することが必要。このような観点についてこれ

からも踏まえた上で、個々の具体的な施策を展開する時に、全体像を見ながら進め

ていって欲しい。 

・ 各産業界におけるＩＣＴ利活用、例えば農業、医療、教育、行政などが重点分野

として挙げられるが、ＩＣＴという観点からやれそうなこと、やりたいことを実施

しているだけという施策も多い。逆に医療、教育、農業などの観点から課題を抽出

した結果を踏まえ、それを解決するためのＩＣＴにならないといけないが、まだそ

の実現には距離があるので、その辺も踏まえた上で施策を実施願いたい。 

・ デジタルネイティブ、デジタル新世代が出現してきているが、そういう世代が何

者であって、どのような行動様式を持ち、どのようなポテンシャルを持っているの

かをよく見極める必要がある。そして、その人たちが活躍していける場を創ってい

くことが重要。そのような一種の社会学的な配慮を念頭に置きながら、実現工程を

考えていくときには配慮してほしい。 

・ わかりやすい数値目標として、例えば、２０１５年までに日本の青少年が遠隔教

育及び遠隔医療の分野において発展途上国のＩＣＴ普及のために貢献する仕組み

を完成するということを入れるのはどうか。遠隔教育、遠隔医療において、技術ビ

ジョンができ上がっても法律面や製造面で既得権益者などの存在で促進できない

こともあるが、そういったものを国内で変えていくことにより、日本の若い人たち

が海外でつくり上げた実例を日本に持ち帰ることが可能となるのではないか。 

・ データ連携は、現在のインターネット論に書かれているＷｅｂ ２.０、クライア
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ント・サーバ・アーキテクチャーなどは、コンピューティング及びコンピュータの

ソフトウエアの延長線上の技術ではおそらく実現できない。技術論の分野において、

実現するための技術をどのように開発するかといった点に、もう少し力点を置くと

良いのではないか。 

・ ２つ目の２０１５年の明確な目標として、現在のアメリカ合衆国を中心とするコ

ンピュータ、クラウドコンピュータ、ソフトウエア技術の延長線上にない、新しい

技術をどのように開発するのかの観点が必要である。これらを実現できる人材はイ

スラエル、ヨーロッパ、アメリカにいるので、そのような人材をどのように我が国

が利用していくかという観点で考えることが良いのではないか。 

・ ＩＣＴベンチャーに対する助成、ＩＣＴ関連ファンド、ＩＣＴベンチャーの異業

種交流、マッチングなどの新技術は大企業ではおそらく実現できない。しかしなが

ら、ベンチャー企業でやるとすると、キャッシュフローが数年間で黒字に転化する

ことができない。この基礎研究を行うベンチャー企業に対する育成の仕組みを独自

に考えていく必要があるが、税制の仕組みを活用する内容が抜けており、可能であ

れば付け加えられないか。 

・ 数値目標の役割が非常に大きい。市場規模の倍増を目指すという内容を脚注では

なく表紙に載せた方が、国民の参加を呼び起こすような効果を持つのではないか。 

・ ５Ｗ１Ｈに関して、What以外の説得力が弱い。 

・ 利活用を促進していく上で、国民がこれをやっていくとどのような社会になるの

かというイメージをもっと強烈に打ち出す必要がある。やはり利活用の促進は、パ

ワーのある人が自分でやっていけるという認識のもと、日本の社会に未来があるの

だということが示されなければ進まないと思う。報告書自体はプロ向けとして、産

業界においてこの報告書によって新しいビジネスを探ろうという方がいることはご

指摘のとおりだが、私たちの社会がここに書かれているようなものになるためには

何をすればいいのかということを、もう一歩踏み込んで考えられないか。 

・ 陰に隠れている日本の大きな問題として、縦割 り行政、法制度の硬直化に加えて、

習慣、慣習、意識などがあり、それらを分析する必要がある。例えば、医薬、医学、

治療は対面でなければならないと思っている人もたくさん存在し、それらの人々の

意見を吸い上げながら、どのように新しい社会を築いていく必要があるのかという

ことを考えなければならない。また、住基ネットについても、依然として抵抗感を
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持っている方がおり、コンセンサスがとれてない部分がある。こういったところを

一つ一つ丁寧に議論を積み重ねていかなければ、実現しないと思うので、その辺り

をぜひ次の段階で工夫してほしい。 

・ 今回ＩＣＴの技術的な側面では、ワイヤレスのフロンティアが広がっていく部分

と、クラウドコンピューティングについて真正面から取り上げているという部分が

非常に大きい。クラウドコンピューティングについては、クラウドコンピューティ

ング環境が構築されていくことが、スマート・ユビキタスネット社会の実現の一つ

の非常に重要な条件であるという考え方と認識している。本文にハードウエアやソ

フトウエアを「所有するのではなく」という表現があるが、これは所有しなくても、

という意味で、全てがクラウドコンピューティングになるという意味ではないこと

を確認しておきたい。 

・ 人材育成について、技術力と事業開発力を合わせ持つことも重要だが、もう一つ、

技術外交人材の育成という観点が重要となる。日本国内の標準、知財などが国際的

に需要されなければ、国として失うものが大きいため、技術的なバックグラウンド

と外交的なバックグラウンドをあわせ持つ人材が重要。まずは総務省自体の技術外

交人材を自ら生みだしていく努力も必要。 

・ 半年後、１年後にこの提言がどういう結果になったかをフォローするために、ク

ロージングミーティング、フォローアップミーティングを岡座長の名前でぜひ開催

してほしい。 

・ 国民が実感できる内容として、スマート・ユビキタス社会の実現を最初の目標と

したことは、これまでの議論の内容が反映されている。中でも、電子政府、医療、

教育、農水業、地域コミュニティを重点戦略分野としてピックアップし、実現する

ためのＩＣＴ産業の育成、基盤強化、人材強化など、目的から手段へとブレークダ

ウンされた内容となっている。他方、内容的に大変難しく、国民にいかにわかりや

すく説明するかについて、引き続き考えていく必要がある。 

・ ＰＤＣＡをどのようにフォローしていくかが重要となる。当懇談会でまとめたも

のを提出すると同時に、例えば経団連やＩＴ戦略本部で打ち出されているとおり、

様々な分野で似たような議論をしていることから、それらと並行してフォローして

いく必要があるのではないか。 

・ 読みたくなる気をどのように起こさせるかは、読んで得だと思わせるタイトルが
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重要ではないか。例えば、若者の希望、高齢者の安心、すなわち、自分と関連して

いるようなタイトルが良いのではないか。 

・ タイトルを若者の希望や、高齢者の安心とすると、自分に関係していることと認

識して読まれる方も多いと思うので、タイトルを変えるということに賛成。 

・ 日本のデジタルテレビ方式を南アメリカ諸国に対して導入提案しているように、

放送・通信技術を使った遠隔医療や遠隔教育などの、総合的な途上国支援の仕組み

作りについて、技術力と事業開発を合わせ持った人材、特に若い人たちに推進させ

ることを目標とすることで、当懇談会のビジョンがより生きるのではないか。 

・ 若い方々に希望を、高齢者に安心をというような言葉がそのまま多くの人に伝わ

れば、報告書を読んでみようかという気持ちになり得るのではないか。 

・ ＩＣＴのビジョンを構築することにおいて、まず産学官を変える必要がある。若

者に希望を、高齢者に安心をというのは最終的な目的ではあるが、それをタイトル

にするというのはあまりにも嘘っぽい。対象は高齢者、若者の選択行動、政治、産

学官の活動であるので、ＩＣＴビジョンはＩＣＴがどのように変わっていくべきな

のかという基本方向を指し示すものであり、それが若者の希望につながるというこ

とを大見え切るということではない。 

 

（２） 本日の議論を踏まえた最終的な取りまとめについては、岡座長に一任されること

で了承された。 

 

（３） 岡座長より「報告書」が鳩山総務大臣に手交された。続いて、鳩山総務大臣より

閉会に際して挨拶があった。 

 

（４） 岡座長より、「ＩＣＴビジョン懇談会」閉会の挨拶があり、閉会。 

 

以上 


